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東京都福祉サービス第三者評価における共同生活援助（グループホーム）の 

評価の実施について（通知）  

 

 

共同生活援助（グループホーム）の評価の実施について、下記のとおり定めましたので、通知し

ます。 

 

記 

 

１ １件の評価について 

グループホームでは、１つの事業所で複数のユニットが設置されている場合があるが、評価を行う

にあたっては、設置されている全てのユニットを対象として、事業所単位（事業所番号ごと）に評価

を実施する。 
 

２ 利用者調査について 

同一の事業所番号で複数のユニットが設置されている場合は、ユニットごとに利用者調査の集計が

可能となるように、アンケート用紙にユニット名記載欄を設ける等、調査票等を工夫して実施する。 

ただし、評価機関は、利用者に対し、個別のアンケート調査の情報は評価機関止まりであること、

また、利用者の発言がそのまま事業者へ報告されることはないことを確実に周知する。さらに、事業

者に対して、回答者が特定できないよう調査結果を加工した上でフィードバックを行うように注意す

る。 

 

３ 訪問調査について 

（１）訪問調査で現地調査するユニット数 

訪問調査で現地調査するユニット数は下記のとおりとする。 

１事業所番号の 
ユニット数 

現地調査するユニット数 

３ユニット以内 全ユニット現地調査する 

４ユニット以上 ３ユニット以上現地調査する 



 
（２）現地調査するユニットの選定 

４ユニット以上設置されたグループホームにおいて、現地調査するユニットは、評価機関が主

体となり以下の項目を全て考慮して選定する。 

①ユニットごとの特徴（通過型・滞在型ユニット、旧ケアホーム等） 

②前回の評価で現地調査していないユニット 

③利用者調査の結果 

なお、「現地調査したユニット名」及びその「選定理由」は、報告書にて機構に報告する。た

だし、公表されるのは「現地調査したユニット名」のみとする。 

 
４ アンケート用紙の提出について 

利用者調査をアンケート方式で実施した場合は、報告書提出の際に、アンケート用紙の様式のサン

プルも併せて推進機構に提出する。 
 

 


